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2022/8/1 経済

2022/8/1 経済

2022/8/2 経済

2022/8/2 東南ｱｼﾞｱ

2022/8/3
1$=130.82

経済

2022/8/3 企業D ＊ﾀﾞｲｷﾝ、営業益上振れ…今期11%増　米欧でｴﾈ需要・円安で
ﾀﾞｲｷﾝ工業は2日、2023年3月期の連結営業利益が前期比11%増の3500億円になりそうだと発
表した。最高益を見込んでいた従来予想（7%増の3400億円）から上積みする。北米の採算改
善や円安進行で4～6月期業績が想定を上回った分を反映した。中国・上海のﾛｯｸﾀﾞｳﾝの影響
を受けたものの、省ｴﾈ需要が好調な米欧が補う。
・販売会社の買収効果や工場の安定稼働で採算が上向いている米国や、省ｴﾈ性能+C10:I11
の高い暖房が好調な欧州が行動制限のｱｼﾞｱなどを補う。

＊①中国不動産に庶民の乱…25兆円外債　ﾘｽｸ再燃
中国で住宅購入者の支払い拒否が続出。不動産会社の建設資金不払いで工事が中止、物
件引き渡しのめどが絶たないためだ。経営悪化に拍車がかかり、1870億㌦（約25兆円）に及
ぶ不動産会社の外資
建て再建不履行（ﾃﾞﾌｫﾙﾄ）ﾘｽｸが再び高まっている。不動産会社の苦境に追い打ちをかける
のが格下げﾗｯｼｭだ。
・「9月末までに工事を再開しなければ全ての購入者が住宅ﾛｰﾝ返済を停止する」。7月15日、
上海市郊外、浦東新区のﾏﾝｼｮﾝ「君御公館」の購入者はこう説明した。江西省景徳鎮市で6月
末に支払い拒否が表面化して以降、不動産会社が大半を占める中国の低格付け・ﾄﾞﾙ建て債
の利回りは急上昇している。
＊②
・問題は支払い拒否が加速度的に増えることだ。支払い拒否が拡大し続ければ銀行の評価
に打撃を与えかねない。4020億㌦に及ぶ銀行の外債の大半は投資適格だ。評価が覆った場
合の影響は計り知れず。
・社会の安定を重視する中国政府は住宅購入者、不動産会社の取引先、国内投資家の保護
を優先する姿勢を鮮明にしている。海外投資家は二の次で、㌦建て債市場の反応は限られて
いる。
・海外投資家の懸念を放置すると、中国企業の外貨調達のﾊｰﾄﾞﾙは上がり、業績や資金繰り
の悪化を通じ、経済を下押しする恐れあり。

＊ﾀｲ仮想通貨買収に執心…ｻｲｱﾑ商銀、価格急落で一時延期
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事業多角化に活路
暗号資産（仮想通貨）の急落を受け、ﾀｲ王室が筆頭株主のｻｲｱﾑ商業銀行が仮想通貨交換
所の同国最大手ﾋﾞｯﾄｶﾌﾞの買収を延期した。ただ関連事業者の破綻が相次ぐ中、買収撤回に
は踏み込まなかった。本業の銀行業は成長余地が乏しく事業の多角化を迫られ、仮想通貨
に活路を見出している。
・ｻｲｱﾑ商銀は７月上旬、ﾋﾞｯﾄｶﾌﾞ買収を無期限で延期すると発表した。同行関係者は「想定以
上に状況が変わってしまった」と漏らした。
⦿ｻｲｱﾑ商銀の総資産は3兆3800億ﾊﾞｰﾂで国内4位。売上高に相当する経常利益は過去数
年2千億ﾊﾞｰﾂ前後で足踏み、純利益は減少気味。ﾀｲの人口は28年を境に減少に転じる見込
み。銀行業は限られたﾊﾟｲの奪い合いの様相だ。

＊半導体逼迫　ﾋﾟｰｸ越す…景気減速、需要鈍る
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｽﾏﾎ・ﾊﾟｿｺﾝ用、供給過剰に
半導体不足が転機を迎えている。ｽﾏﾎやﾊﾟｿｺﾝ（PC）などの出荷減による半導体需要の鈍化
が大きな要因で、半導体全体の供給量は充足しつつある。ただ、自動車など最終製品によっ
て一部では逼迫感も残る。景気減速の懸念も出る中、今後は半導体の在庫水準や受発注の
調整局面に移る。2021年来の活況も潮目が到来した。

＊中国「協働ﾛﾎﾞ」　品質磨き世界へ…ｼｪｱ拡大へ技術底上げ
                                    　　 JAKA、要求高い日本に新工場
人と一緒に作業できる「協働ﾛﾎﾞｯﾄ」の普及をにらみ、中国のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟが日本に本格進出す
る。ﾛﾎﾞ開発の上海節卡機器人科技（JAKA)は近く名古屋市内に工場を設ける方針を明らか
にした。協働ﾛﾎﾞ市場は2027年に1兆円超になる見通し。JAKAはﾄﾖﾀｸﾞﾙｰﾌﾟへの納入で得た
「日本品質」に磨きをかけ、人手不足で高まる中国の需要を取り込む。
⦿協働ﾛﾎﾞ＝人の側で作業できるﾛﾎﾞｯﾄ。接触すると自動で止まる安全性が特徴で、作業者と
隣り合って作業ができる。中小零細に導入。
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2022/8/5 社会

2022/8/5 経済

＊ｻﾝﾘｵ、減益幅縮小…今期最終、ｸﾞｯｽﾞ販売増
ｻﾝﾘｵはは2日、2023年3月期の連結純利益が前期比27%減の25億円になりそうだと発表。従
来予想（39%減の21億円）から減益幅が縮小する。
・蔓延防止等重点措置の解除で消費者の外出が増え、小売店などでのｸﾞｯｽﾞ販売やｲﾍﾞﾝﾄ収
益が伸びる。ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ「ｻﾝﾘｵﾋﾟｭｰﾛﾗﾝﾄﾞ」も客足が復調。ｱｼﾞｱでｷｬﾗｸﾀｰ使用権（ﾗｲｾﾝｽ事
業）の販売が順調に推移。+C10:I11

＊東南ｱ引き込み、日米急ぐ…武器・経済で中ロと関係
林芳正外相は3日、東南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN）関連の一連の外相会議に参加するためｶﾝ
ﾎﾞｼﾞｱのﾌﾟﾉﾝﾍﾟﾝに入る。ﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅ侵攻や中国の海洋進出などが論点になる。ASEAN
には安全保障や経済で中ロと関係が深い国があり、日本は米国と各国の引き込みを急ぐ。
⦿一連の会議はｳｸﾗｲﾅ侵攻や東ｼﾅ海での中国の進出が主な議題。
　ﾍﾟﾛｼ米下院議長の台湾訪問で米中の緊張が高まる中の開催になる。
・ASEAN加盟国10ヵ国による2001～20年の武器輸入の3割弱がﾛｼｱ。米国の2割ほどを上回
り最も多い。ｳｸﾗｲﾅ侵攻を巡り対応が割れた。主要7ヵ国のうち経済制裁に加わるのはｼﾝｶﾞ
ﾎﾟｰﾙだけだ。
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙのISEASﾕｿﾌ・ｲｻｰｸ研究所のASEAN加盟国の識者ら調査で「世界の平和、安全、
繁栄のために正しいことをする」国として日本は54%と最多だった。中国の27%を上回る。

＊ｱﾘﾊﾞﾊﾞ、上場来初の減収…4～6月売上高0.1%減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　土地封鎖が影、規制も壁
中国EC最大手、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団の業績に急ﾌﾞﾚｰｷがかかった。2022年4～6月期決算は売上高
が前年同期比0.1%減の2055億元（約4兆円）と、14年の米国上場以来初の減収となった。新型
ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染対策に伴う経済活動の停滞で、主力のEC事業が低迷。経営立て直しに向
けて金融やｸﾗｳﾄﾞ事業に力を入れるが、規制を強める中国当局が行く手を拒む。
・張勇会長兼CEOは「香港はｱﾘﾊﾞﾊﾞのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ戦略の出発点だ」と延べ、中国を重視する姿
勢を強調した。成長路線へと戻れるのか視界不良。

＊東南ｱ航空　復調の兆し…入国規制緩和で再建前進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 本格回復、中国路線ｶｷﾞ
東南ｱの航空会社に復調に兆し。各国政府のｺﾛﾅ対策の緩和に伴う観光再開で、ﾀｲ国際航
空やﾌｲﾘﾋﾟﾝ航空は旅客数が増加。ｶﾞﾙｰﾀﾞ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空は財務再建にﾒﾄﾞがつく。主力の中
国路線は顧客は戻っていない。燃料高も圧迫するなか、業績の本格回復はまだ先だ。
⦿主な航空会社の最近の動き
❶ﾀｲ国際航空＝債務株式化で24年に債務超過解消へ❷ｶﾞﾙｰﾀﾞ・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ航空＝6月に債権
者と債務削減で合意❸ﾌｲﾘﾋﾟﾝ航空＝3月に1500便追加、1～6月期黒字❹ﾍﾞﾄﾅﾑ航空＝ﾀ-ｷｯ
ｼｭｴｱﾗｲﾝｽﾞと協力強化❺ﾏﾚｰｼｱ航空＝8月から日航と共同運航拡大❻ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ航空＝4～
6月期は2四半期ぶりに黒字

＊①日本の防衛費「3倍に」…元米国防省高官ｺﾙﾋﾞｰ氏に聞く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　「中国、太平洋支配が狙い」
「岸田政権が検討している防衛費の増額ﾍﾟｰｽでは到底、中国の脅威には対応できない」とｴﾙ
ﾌﾞﾘｯｼﾞ・ｺﾙﾋﾞｰ元米国防副次官補が述べる。直ちに防衛費を現在の３倍程度に引き上げるべ
きだと提唱した。
ー－ﾍﾟﾛｼｰ米議長が台湾訪問した。
「台湾の対岸に部隊を常駐化させる恐れがある、だが難点は米国に飛行機や船を終結させる
と米に丸見えになることだ」「常駐化すれば米や台湾は即応できなくなる。進入が日常化し、
米側の感度をマヒさせる」

＊②
ー－日米台の準備は不十分ですか
中国の国防費は毎年6～10%ずつ引き上げ、台湾に全神経を集中。米国は欧州や中東に関
与し気が散っている。台湾は危機が差し迫っているのに準備が不十分、防衛費に10%を充て
よ。ﾃﾞｲﾋﾞｯﾄﾞｿﾝ前米ｲﾝﾄﾞ太平洋軍司令官は27年までに中国が台湾を武力併合する能力を備
えると証言。日本は直ちに防衛費を3%に引き上げ、3倍にすべきだ。
ー－中国の狙いは太平洋ですか
中国が備えているのは空母、原子力潜水艦、衛星、長距離用飛行機などで、遠方での戦力
投入を想定。しかし、「台湾を侵攻すれば経済制裁や国際的な非難に遭う」。
ー－日本にはどのような方策があるのか
必要なのは中国が台湾や日本、ﾌｲﾘﾋﾟﾝに侵攻する選択肢をなくさせることだ。



2022/8/6 企業S

2022/8/6 経済

2022/8/6 経済
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2022/8/9 経済

＊6商社、資源高で最高益（4～6月）…足元では変調の兆しも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉄鉱石や銅、下落基調
総合商社7社の2022年4～6月期決算が5月、出揃った。資源高などを追い風に伊藤忠商事を
除く6社が前年同期比で最終増益となり、4～6月として最高益を更新した。足元では一部の資
源価格が下げに転じ、世界景気の減速やｳｸﾗｲﾅ情勢など不透明感もじわり強まる。23年3月
期通期の業績見通しは各社とも据え置いた。
⦿商社7社の連結業績≪純利益（前年同期比増減）、進捗率（割合）≫
・三菱商事＝5339億円（2.8倍）、3月予想8500億円（▴9%）、進捗率63%
・三井物産＝2750（44%）、　　　　 3月予想8000（▴13%）、34
・伊藤忠　　＝2306（▴14%）、       3月予想7000（▴15%）、33
・丸紅　　　 ＝2016（80%）、　　　　3月予想4000（▴6%）、50
・住友商事 ＝1552(45%)、　　　　 3月予想3700（▴20%）、42
・豊田通商 ＝748（32%）、　　　　 3月予想2100（▴6%）、36
・双日　　　　＝451（2.7倍）、　　　3月予想850（3%）、53

＊①中国半導体、摘発の連鎖…国策ﾌｧﾝﾄﾞや紫光集団元ﾄｯﾌﾟ拘束
　　　　　　　　「強化資金18兆円で不正か」「国産化、期待ほど伸びず」
中国当局が半導体業界を巡る摘発に乗り出した。国策ﾌｧﾝﾄﾞや紫光集団の元ﾄｯﾌﾟといった業
界の大物が相次いで身柄が拘束された。習近平指導部のの号令の下、業界に集まった約18
兆円に上る強化資金の一部が不正流用された恐れがある。資金の投下ほど産業の競争力
向上は進んでおらず、米国の制裁に加え、腐敗の横行が「半導体強国」の道を拒む。

＊②
・7月下旬、拘束されたのが大基金（国策で組成された半導体ﾌｧﾝﾄﾞ・「国家集成電路産業投
資基金」）のﾄｯﾌﾟである丁文武・総経理を法律違反などの疑いで調査されている。内容は明ら
かにされていない。7月中旬には、大基金の資金管理企業のﾄｯﾌﾟ路軍氏の調査も発表。紫光
集団で長年ﾄｯﾌﾟで「飢えた虎」と称される趙偉国氏も7月に拘束。さらに紫光集団の刁石京・共
同総裁も拘束。今後は更に増える模様。
・秋の党大会の前に半導体業界の大物が続々摘発される背景には習指導部の期待ほど成
長してないことへのいらだちが透ける。
・問題は米国が中国の「弱点」として半導体分野を経済制裁の対象とした。特に最先端の半
導体製造装置等を輸入できず、半導体の開発や生産が難航している。技術面の出遅れが自
給率を３割に留める。

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国販売23.5%増…7月　ﾄﾖﾀ6%増、生産回復
日系自動車大手5社の7月の中国新車販売台数が5日出揃った。ﾎﾝﾀﾞが前年同月比で23.5%
増13.3万台と好調で、ﾄﾖﾀ（6.0%増の18.4万台）、日産（4.6%増、10.2万台）もﾌﾟﾗｽとなった。ﾏﾂﾀﾞ
は3割減、三菱は4割減だった。6月に上海市のﾛｯｸﾀﾞｳﾝが解除され、生産の回復が続き、中
国政府が6月から始めた乗用車を対象とする減税の恩恵を受けたのが大きい。
・中国全体の新車販売は減税効果で盛り返しつつある。6月の中国新車販売台数は前年同月
比23.8%増。4ヵ月ぶりのﾌﾟﾗｽ。

＊中国、台湾に圧力継続…8日も演習「米次第で常態化」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　経済措置は限定的
中国人民解放軍で台湾方面を担当する東部線区は8日、台湾島周辺の空・海域で軍事演習
を実施した。海上艦隊や潜水艦への対抗を念頭に攻撃訓練を行った。中国は４日に開始した
台湾周辺の大規模演習を7日に終える計画だったが、継続して台湾を揺さぶりをかけている。
・中国は台湾の3つの『生命線』を壊していく。一つが台湾海峡の事実上の停戦ﾗｲﾝ「中間線」
を越えて中国軍機が配置されたこと確認。二つ目が、台湾が主張する「領海の線」。演習ｴﾘｱ
6ヵ所のうち、北部、北東部、南西の3ヵ所が台湾の領域と重なる。3つ目が「ｴﾈﾙｷﾞｰ生命線」
だ。LNGは海上輸入に頼っており、備蓄は10日程度しかない。
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2022/8/10 経済

＊中国新彊、AIで「無人食堂」…人手不足・非接触に対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　需要予測や調理を自動化
飲食店の「無人化」が中国で、新たにAIを活用した店舗が登場した。新興の上海熙香芸享電
子商務（ｼｰｼｬﾝ）がAIとﾛﾎﾞｯﾄを組み合わせ、需要予測や調理などを自動化した店を開発。中
国では人件費高騰などを背景に人に頼らない店舗運営への需要が高まる。100兆円規模の
外食市場を巡り、無人化競争はさらに激化する。
・中国餐飲行業協会のｺｽﾄ内訳
　原材料費41.8%、人件費21.3%、管理費21.2%、賃料11.7%、電気・ｶﾞｽ4%

＊ﾋﾄ・ｶﾈ、戦略的に投資…中国、米並み「科技強国」へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　 基礎研究でも成果生む
中国が米国に匹敵する科学技術大国の地位を固めつつある。文部科学省の研究所が9日公
表した科学技術指標では、これまで米国しか達成していなかった科学技術論文の量と質に関
する3指標で３冠を達成した。
ﾋﾄやｶﾈを戦略的に投じ、2050年までに目指す米国並みの「科技強国」実現へ着々と歩みを進
めている。
・「科学技術の命脈をしっかりと自らの手中に握り、我が国の成長の独立性と自主性、安全性
を絶え間なく高めていく」。習近平国家主席は湖北省武漢市の企業を視察し、科学技術の競
争力向上の重要性を強調。
⦿中国が1%の論文ｼｪｱも首位に【2019年（18年～20年平均）のﾃﾞｰﾀ】
　上位10%（10年前順位）➤❶中（2）❷米(1)❸英（3）・・⓫韓13⓬日（6）
　上位　1%（10年前順位）➤❶中(3)❷米（1）❸英(2)・・➓日(7）⓬韓(14)

＊ｽﾘﾗﾝｶ　中国と距離…「ｽﾊﾟｲ船」の入港延期を要請
　　　　　　　　　　　　　　　　新政権、ｲﾝﾄﾞに接近
ｽﾘﾗﾝｶの新政権が、中国よりだった外交路線の修正を探っている。援助と引き換えに権益を
失う「債務のﾜﾅ」で中国側が運営権を得た南部ﾊﾝﾊﾞﾝﾄﾀ港を巡り、ｽﾊﾟｲ船と疑われる船の入
港延期を中国政府に要請した。7月に就任したｳｨｸﾗﾏｼﾝﾊ大統領は最大都市ｺﾛﾝﾎﾞの港湾開
発を巡り、日印政府との合意を一方的に撤回したﾗｼﾞｬﾊﾟｸｻ前政権の方針を批判した。領土問
題で中国と対立するｲﾝﾄﾞに接近しようとしてしている。
ｲﾝﾄﾞに謝意・・ｲﾝﾄﾞは足元で35億㌦の金融支援を実施。ｲﾝﾄﾞのｼﾀﾗﾏﾝ財務省は4月、IMFのｹﾞ
ｵﾙｷﾞｴﾊﾞ専務理事にもｽﾘﾗﾝｶ支援を願い出る。ｳｨｸﾗﾏｼﾝﾊ氏は「ﾓﾃﾞｨ首相は、命の息吹を与
えてくれた」と謝意示す。

＊高級ﾎﾃﾙ新設　東南ｱｼﾞｱで相次ぐ…商業利用「MICE」狙う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｼﾞｬｶﾙﾀ・ﾊﾞﾝｺｸ「今後5年で50件」
東南ｱｼﾞｱの二大都市、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ・ｼﾞｬｶﾙﾀとﾀｲ・ﾊﾞﾝｺｸで高級ﾎﾃﾙの開業が相次ぐ。今後5年以
内で50軒超が新設される見通し。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍の往来規制が緩和される中、経済回復力
が強く中長期的なﾆｰｽﾞが見込めるためだ。中心はﾋﾞｼﾞﾈｽ需要で、波及効果の大きい「MICE]
の取り込みなどが課題となる。顧客の争奪戦が激しくなれば、差異化戦略も必要になりそう
だ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☟主な高級ﾎﾃﾙ
・ｼﾞｬｶﾙﾀ（21年）➤人口1021万人、GDP1200億㌦、ｱｽﾄﾘｱﾎﾃﾙ、ﾊｲｱｯﾄ
・ﾊﾞﾝｺｸ（20年）➤人口899万人、GDP1000億㌦、ﾘｯﾂ・ｶｰﾙﾄﾝ、ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ

＊完全無人ﾀｸｼｰ　百度が運行開始…重慶・武漢で
中国ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ大手の百度（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）は中国で初めて完全に無人の自動運転ﾀｸｼｰの営業許可
を得て2都市でｻｰﾋﾞｽを始めた。これまでは運転席や助手席に監視員を配置してきた。百度は
収益化に向けて自動運転ﾀｸｼｰ事業の拡大を目指す。
・重慶では30㎡の範囲で、武漢では13㎡の範囲で日中に運行可能。
　初乗りは16元（約320円）、当面は試運転として9割引きの価格。
・百度は2013年に自動運転技術の開発に着手。収益の柱と位置づける。
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2022/8/11 経済
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2022/8/12 社会

2022/8/12 経済

＊香港、人口減少幅最大に…1年で12万人、流出続く
香港政府は11日、2022年6月末の人口が729万1600人となり、1年前と比べて12万1500人
（1.6%）減った。統計で遡れる1961年以降で最大の減少幅となった。出生数が死亡数を下回る
自然減に加え、約11万人が域外に流出した。香港国家安全維持法（国安法）施行による社会
の変化や厳密な新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対策を受けて人口流出が続いている。
・香港の人口は（一時期を除いて）増え続けてきたが、20年以降減少に転じた。22年6月末の
人口は19年末と比べて22万8900人減った。

＊ﾄﾞｲﾂ　原発延長論強まる…世論8割が「活用」支持
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾛｼｱｶﾞｽ供給削減で
ﾛｼｱ産天然ｶﾞｽの供給不安に直面するﾄﾞｲﾂで、原子力発電所の稼働延長を求める世論が高
まっている。直近の世論調査では延長支持が8割を越えた。ｼｭﾙﾂ政権は8月中をﾒﾄﾞに延長の
是非の判断材料にするｽﾄﾚｽﾃｽﾄの結果をまとめる。2022年末までの「原発全廃」を目指して
いた同政権は難しい判断を迫られている。
⦿ﾄﾞｲﾂの電源構成
　❶石炭31.5%❷原子力6❸天然ｶﾞｽ13❹風力30.1❺ﾊﾞｲｵ5.4❻太陽6.3

＊再ｴﾈ蓄電　日中2強競う…長寿命、脱炭素後押し
　　　「住友電工、小型機で需要開拓」「大連融科、生産能力3倍超に」
再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ普及のｶｷﾞを握る発電施設向けの蓄電池分野で、中国と日本の2大ﾒｰｶｰが
競う。大連融科儲能技術発展は2023年末に生産能力を3倍以上に高め、住友電気工業は小
型機を開発して需要の裾野を拡大。余った電気を柔軟に貯蔵・放出して需給を安定させる。
競争で価格が下がり機能も高まれば、政府や企業の脱炭素を後押ししそうだ。
・RF（ﾚﾄﾞｯｸｽﾌﾛｰ）電池はﾀﾝｸに貯めた電解液をﾎﾟﾝﾌﾟで循環させ、ﾚｱﾒﾀﾙ（希少金属）であるﾊﾞ
ﾅｼﾞｳﾑのｲｵﾝが蓄電・放電する仕組み。いわば「全液体型」の電池。最大の長所は20年以上
の長い耐用年数で、EV向けなどで主流のﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池だと10年程度とされる。
・課題はｺｽﾄ。ﾊﾞﾅｼﾞｳﾑの需給も逼迫、本体が大きい事で価格高など。

＊BMW、FCV量産へ…25年にも、ﾄﾖﾀと共同開発
　　　　　　　　　　　　　　　半導体確保へ長期契約
独BMWは環境車分野などで提携するﾄﾖﾀ自動車と共同開発した燃料電池車（FCV）の量産を
2025年に始める。EVでは30年に新車販売に占める比率を5割まで引き上げるが、1～2年前
倒しの見込み。
・BMWは21年9月のﾐｭﾝﾍﾝ国際自動車ｼｮｰでSUVのFCV「ix5ﾊｲﾄﾞﾛｼﾞｪﾝ」のｺﾝｾﾌﾟﾄﾓﾃﾞﾙを公
開。22年末までに試験的にFCV生産を開始し、水素ｽﾃｰｼｮﾝ網の構築を進めていくとのこと。
「ix5ﾊｲﾄﾞﾛｼﾞｪﾝ」は13年に提携したﾄﾖﾀと共同開発した車種の一つで、SUV「X5」をもとに開発
した。ｽﾎﾟｰﾂ車も共同開発し、19年にBMWは「Z4」、ﾄﾖﾀ「ｽｰﾌﾟﾗ」で販売した。
・半導体でも今後車ﾒｰｶｰによる独自調達の動きが広がる可能性あり。

＊中国消費者物価　抑制目標に接近…家計圧迫、政府が警戒
　　　　　　　 　　　　　　　　　　7月2.7%上昇、豚肉など食品高騰
中国の消費者物価指数（CPI)の伸びがじわじわと拡大している。7月は前年同月比2.7%上昇
し、2年ぶりの高さを記録。中国人の食卓に欠かせない豚肉などの値上がりで、「3%前後」とし
た政府の抑制目標に近づく。必需品の価格高騰は家計を圧迫し、庶民が不満を募らせかね
ない。政府も物価動向への警戒を強めている。
・豚肉は19年にｱﾌﾘｶ豚熱（ASF）が流行し、20年始めに豚肉価格が跳ね上がったが20年10月
から下落し、ﾏｲﾅｽ幅も拡大した
・ﾛｼｱの侵攻で肥料価格が高くなり、野菜、果物の値上がりが続く。燃料価格の上昇も大き
い。

＊鴻海が増収増益（4～6月）…2四半期連続、ｽﾏﾎ堅調
台湾の鴻海（ﾎﾝﾊｲ)精密工業が10日発表した2022年4～6月期決算は、純利益が前年同月比
12%増の332億台湾㌦（約1490億円）だった。売上高は12%増の1兆5098台湾㌦で、2四半期連
続の増収増益だった。
・4～6月期は中国で都市封鎖が相次いだが、ﾎﾝﾊｲの主力工場は上海・昆山地区以外にあ
り、操業への影響は軽微だった。



2022/8/13 経済

2022/8/13 経済

2022/8/15 経済

2022/8/15 経済

2022/8/16 経済

＊中国観光　ｾﾞﾛｺﾛﾅが影…南部ﾘｿﾞｰﾄ、8万人足止め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　夏場の消費回復遠く
中国で新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染再拡大が夏の観光ｼｰｽﾞﾝを直撃。当局が各地で移動制限や観
光施設の封鎖を決め、南部のﾘｿﾞｰﾄ地では約8万人の観光客が足止めを受けた。観光業はｺﾛ
ﾅ前にＧＤＰの約1割を占め、夏場の需要が消費回復の起爆剤になると期待された。厳格な感
染封じ込めを狙う「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が経済の足かせになっている。
⦿各地で新型ｺﾛﾅ感染者が再び増加（ｶｯｺ内は8/1～8/13の新規感染）
　・新彊ｳｲｸﾞﾙ自治区（2318人）＝草原等景勝地で受け入れ制限
　・浙江省（742人）＝雑貨卸売りの義烏で感染増、一部出荷遅れ
　・福建省（39人）＝世界遺産ｺﾛﾝｽ島の観光ｽﾎﾟｯﾄが運営停止
　・ﾁﾍﾞｯﾄ自治区（619人）＝世界遺産ﾎﾟﾀﾗ宮が対外開放を停止
　・海南省（7878人）＝ﾋﾞｰﾄﾘｿﾞｰﾄの三亜が事実上のﾛｯｸﾀﾞｳﾝ

＊②中国は金融、財政とも不動産依存が深い
　❶規制強化で資金不足➤不動産開発会社
　　　　　　　☟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☟
　　　　国有地使用権に売買停滞　　　　　市場の低迷で
　　　　で土地収入が3割減　　　　　　　　　不良債券増加
　　　　　　　　☟　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☟
　　　　❷財政難➤地方財政　　　　　　　❸金融不安➤銀行
　　　　　　　（土地収入に依存）　　　　　　（融資残高26%が不動産関連）
　　　　　　　　☝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☝
　　　　不動産取得税等も　　　　　　　　　　未完成物件の住宅ﾛｰﾝ
　　　　伸び悩む（住宅購入者）　　　　　 　返済拒否（住宅購入者）
　　　　　　　　　　　　　　工事の停滞で物件
　　　　　　　　　　　　　　引き渡し遅れ(不動産会社）
　　　　　　　　　　　　　　　　　☟
　　　　　　　　　　　　　　　住宅購入者

＊①中国、複合不況の足音…不動産の経営難波及
　　　　　　　　　　　　　　　　　　銀行に不良債権　地方財政も悪化
中国で不動産開発企業の経営難を起点に、金融と財政が同時に悪化している。銀行では不
動産融資の焦げ付きが増え、工事が止まった物件で住宅ﾛｰﾝの返済拒否が広がる。地方政
府が国有地の使用権売却で得る「土地収入」も落ち込む。7月のﾏﾝｼｮﾝ販売は前年同月比3
割減と低迷が続き、苦境の出口は遠い。

＊ｶﾞｽ不足欧州　思わぬ「援軍」…中国、景気低迷・増産で転売
払底に怯えていた欧州のｶﾞｽ需給が予想外に改善している。
・2022年1～6月に前年を6割上回る液化天然ｶﾞｽ（LNG）の輸入に成功、ｶﾞｽ在庫は貯蔵能力
の73%まで回復した。世界最大のLNGの買い手となった中国が転売に回ったことが背景だ。
・国有大手の中国石油加工集団も4月末、香港上場子会社の決算会見で「LNGの転売は事
実」と認めた。転売先の大半は欧州とみられる。
・「爆買い」を指摘されてきた中国が、何故売り手に回ったのか。まず、挙げられるのが中国の
景気低迷だ。1～6月期のGDPの伸び率は前年同期比で2.5%にとどまった。
・中国ではｴﾈﾙｷﾞｰ増産の号令が発令。「環境負荷の軽減より、ｴﾈﾙｷﾞｰ安全保障を重視する
ため」と指摘。欧州のｴﾈﾙｷﾞｰ問題が深刻になるほど中国の供給力は価値を増す。中国も隠
然たる影響力を持つ。

＊中国、雇用改善にもとつく…若年層の失業率最悪
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　景気、復調に遅れ
中国の雇用改善がもたついている。2022年7月の失業率は5.4%と前年を上回り、若年層に限
ると過去最高を更新した。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染が一部都市で再拡大したことで移動制限が
強まり、内需の回復が遅れている。企業や家計は先行き不安を拭えず、年後半の景気復調と
いうｼﾅﾘｵに狂いが生じかねない。



2022/8/16 企業S
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＊ものづくり基地　ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｯｼｭで整備…住商主導　1.7億人市場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 初の日系工業団地、今年開所
ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｯｼｭで初の日系工業団地が2022年内に開所。住友商事が建設・運営を主導し総事
業費は130億円。円借款で周辺の電力ｲﾝﾌﾗも整備し、日系を軸に製造業が集まる「ものづくり
基地」を育てる。経済特区指定を受けた数少ない国際水準の団地で、地元政府も税優遇で支
援する。人口1億7千万人のﾌﾛﾝﾃｨｱ市場へのﾒｰｶｰ進出を後押しする。
・首都ﾀﾞｯｶから東に約20㎞。田園地帯にﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｯｼｭ経済特区（BSEZ）が姿を見せる。広さは
190㌶と東京ﾃﾞｨｽﾞﾆｰﾗﾝﾄﾞ4個分、更に最大400㌶への拡張余地を残す広大な敷地だ。
・「用地の選定ではﾐｬﾝﾏｰのﾃｨﾗﾜ経済特区の教訓を生かした」（JICA）。

＊東南ｱ経済回復続く…4～6月　GDPに軒並みﾌﾟﾗｽ（下期は鈍化）
東南ｱｼﾞｱ経済の回復が堅調だ。域内主要国の4～6月期のGDPは軒並みﾌﾟﾗｽ成長を確保し
た。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの規制撤廃により個人消費が伸び、外需も堅調だ。ただ、世界的な資源高
によるｲﾝﾌﾚが加速し、2022年通期の予測を下方修正する動きも目立つ。
・ﾀｲの4～6月のGDPは前年同期比2.5%増。3四半期連続のﾌﾟﾗｽで、増加率は1～3月期（2.3%）
を上回った。外国人の受け入れ拡大で、飲食・宿泊などのｻｰﾋﾞｽが回復した。ﾏﾚｰｼｱは前年
同期比8.9%増と最も高い。GDPの約6割を占める個人消費がけん引。ﾍﾞﾄﾅﾑは同期比7.7%増、
中国の代替地としてﾍﾞﾄﾅﾑの製造拠点を新増設する動きが続いている。
・下半期の鈍化は、中国の景気低迷が東南ｱｼﾞｱ経済の足枷になる。

＊対中関税回避　ﾒｷｼｺへ…中国製造業、昨年投資76%増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 米に輸出　現地で生産
米の製造業大手が米国への輸出拠点としてﾒｷｼｺへの直接投資は2021年に6億630万㌦（約
800億円）と前年比で76%増え、過去最高を更新。米国と貿易協定を結ぶﾒｷｼｺに進出すること
で、米国のﾄﾗﾝﾌﾟ前政権が引き上げた対中関税を回避できるという思惑がある。
・米国と国境を接するﾒｷｼｺ北部ﾇｴﾎﾞﾚｵﾝ州。国境から車で2時間半ほど走ると、荒野に巨大
な赤と銀色の門が現れる。中国資本の工業団地「ﾎｳｻﾝ・ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｱﾙ・ﾊﾟｰｸ」だ。中国華立集
団がﾒｷｼｺ企業と建設中。

＊中国新車販売3割増…7月、乗用車減税追い風
中国汽車工業協会が発表した7月の新車販売台数は前年同月比29.3%増の242万台だった。
2ヵ月連続で前年実績を上回る。上海市のﾛｯｸﾀﾞｳﾝ解除後に販売の回復が進んだ。乗用車の
取得税半減も追い風となる。
・新車販売の大部分を占める乗用車は40%増の217万台。商用車は6月の減少率（37.4%）から
は改善した。EVなど新ｴﾈ車は好調で、7月も2.2倍の59万台。1～7月累計も前年同期比2.2倍
の319万台。中国の乗用車の業界団体は22年通年で650万台に達すると予想している。
・企業別の7月の販売台数は、吉利汽車が2割増､ﾄﾖﾀ・ﾎﾝﾀﾞ・日産などの日系大手も前年を上
回った。新ｴﾈ車のBYDは2.8倍で過去最高更新。

＊中国東ｼﾅ海で漁解禁…「敏感な水域」自制指示
　　　　　　　　　　　　　　　　　　党大会控え対日抑制
中国が沖縄県・尖閣諸島の周辺を含む東ｼﾅ海で設けた禁漁期間が16日正午（日本時間同
日午後1時）に明けた。沿岸地域の浙江省などの地方政府は「敏感な水域」での操業を禁止
する通知を出したが、指示が徹底されるかは不透明。
・「敏感な水域に入ることを厳しく禁ずる」。浙江省台州市の当局は7月14日、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ上でこ
う強調した。中国漁船の動向は中国当局の対日政策を占ううえでの一つのﾊﾞﾛﾒｰﾀｰとなって
きた。
・9月に日中国交正常化50年を迎える。秋の党大会を控えているため周辺国との関係を安定
させておきたいのが本音だ。



2022/8/17 社会

2022/8/17 経済

2022/8/17 経済

2022/8/17 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2022/8/18 東南ｱｼﾞｱ

＊中国、猛暑で計画停電…四川省　1.6万社影響、ﾄﾖﾀも
中国内陸部の四川省政府は20日まで大半の工場に生産の一時停止を命じる通知を出した。
猛暑で需要が急増した家庭用電力を確保するため計画停電を実施する。米ｱｯﾌﾟﾙ製品やﾄﾖﾀ
自動車の工場も含まれ、世界的なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）に悪影響が出そうだ。重慶市や浙江
省、江蘇省でも電力制限は広がっており、経済を下押しする。
・期間は15日から20日まで、工業用電力を使用する企業に全面停止。同省にある製造業約1
万6500社の大半が影響を受ける。
・計画停電は猛暑や降雨量の減少が原因だ。山間部の多い同省は水力が電力の柱だが、7
月の降雨量は例年の半分、発電量が減少。

＊ﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材　10倍2500人に…旭化成、学び直しで育成
旭化成は2024年度までにﾃﾞｰﾀ分析などの専門知識を持つﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材を21年度の10倍の
2500人に増やす。ＪＦＥｽﾁｰﾙも24年度までに21年度より約5割増やす。不足するﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材
は獲得競争が激しく、中途採用も難しい。ﾘｽｷﾘﾝｸﾞ（学ぶ直し）を通じた自前の人材育成に本
腰を入れる動きが広がり始めた。
⦿主な企業のﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材育成の取り組み
・旭化成＝24年度に素材開発や生産技術などにﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術を使える人材を21年度比10倍の
2500人に。・JFEｽﾁｰﾙ＝24年度までにAI活用などのﾉｳﾊｳを持つﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝﾃｲｽﾄを600人体
制に。・住友科学＝24年度までに研究開発・製造部門のﾃﾞｼﾞﾀﾙ人材を2倍の330人増に。・
NEC＝25年度にｸﾗｳﾄﾞ、ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ用人材を2倍の1万人に。

＊中国生鮮宅配、はや淘汰…ﾃﾝｾﾝﾄ系、主力ｻｰﾋﾞｽ停止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１万4000社乱立　過当競争
中国で生鮮品のECﾋﾞｼﾞﾈｽが転換期を迎えている。5年で5倍という市場の拡大を受けて約1万
4000社が乱立、値下げによる過当競争や配達員不足で参入企業が急減。騰訊控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）
が出資する大手は主力ｻｰﾋﾞｽの停止に追い込まれた。一方でｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団傘下の盒馬（ﾌｰ
ﾏｰ）鮮生は利用者で他社を引き離しており、企業の優勝劣敗が鮮明。
⦿中国の生鮮EC業界は多くのｻｰﾋﾞｽ混在
『店・倉庫一体型』➤盒馬鮮生（1905万人、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ関与）＝大都市中心で高い知名度。農場と
提携。『団体購入型』➤（803万人、美団関与）＝出前ｱﾌﾟﾘでも利用可能、採算確保に苦戦。
『前線倉庫型』➤毎日優鮮（960万人、ﾃﾝｾﾝﾄ関与）＝速達ｻｰﾋﾞｽを停止、赤字が続く。『商店
紹介型』➤多点（1571万人、ﾃﾝｾﾝﾄ関与）＝ｶﾝﾎﾞｼﾞｱやｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙでもｻｰﾋﾞｽ

＊中印、経済分断の流れ進む…ｱﾘﾊﾞﾊﾞ撤退ﾓｰﾄﾞに
5月、ｲﾝﾄﾞと中国の間で進む経済ﾃﾞｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ（分断）の流れを象徴する出来事が起こった。ｱﾘ
ﾊﾞﾊﾞ集団とその傘下の金融会社ｱﾝﾄ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが、ｲﾝﾄﾞEC大手ﾍﾟｲﾃｨｴﾑ・ﾓｰﾙ（Ｐayｔｍ Ｍａｌｌ）へ
の出資を一気に全て引き上げたのだ。今回のﾃﾞｨｰﾙでは、中国2社が合計で4割を超えていた
持ち分をﾍﾟｲﾃｨｴﾑ・ﾓｰﾙが買い戻させた。株価は10分の1に縮小。
・撤退ﾓｰﾄﾞがあるのはｱﾘﾊﾞﾊﾞ系だけではない。「ＴｉｋＴｏｋ」（ﾃｨｯｸﾄｯｸ）を運営する中国系の字
節跳動（ﾊﾞｲﾄﾀﾞﾝｽ）はこの4月、「ｼﾞｮｼ（Ｊosh）」と「ﾃﾞｨﾘｰﾊﾝﾄ」を運営する会社の株を全て売却
した。
・中国企業はﾓﾊﾞｲﾙ・ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ革命を通じたｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟの急成長がｲﾝﾄﾞでも再現で出来るとみ
て投資を重ねたが、流れは変わったようだ。

＊ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、再ｴﾈ輸入…ｹｯﾍﾟﾙ、ﾗｵｽから水力
　　　　　　　　　　　　　　　　　脱炭素へ調達網を構築
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙで再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの輸入事業が動き始めた。政府系複合企業ｹｯﾍﾟﾙ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮ
ﾝがﾗｵｽからの輸入を6月開始。ｵｰｽﾄﾗﾘｱやｲﾝﾄﾞﾈｼｱからの計画も控える。自国に再生ｴﾈ発
電の用地が足りず、脱炭素の目標達成が難しいためだ。地域の電力融通構想に新風を吹き
込みそうだが、国の安全保障に関わる分野だけに曲折も想定される。
・ﾗｵｽからﾀｲ、ﾏﾚｰｼｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙへ南下する再生ｴﾈ送電が始まった。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙが導入した
電力輸入事業者免許で、ｹｯﾍﾟﾙが第一号を取得。ﾗｵｽ電力公社から水力ｸﾘｰﾝ電力を10万kw
輸入。「運転は順調」ｹｯﾍﾟﾙ



2022/8/18 経済

2022/8/19 経済

2022/8/19 東南ｱｼﾞｱ

2022/8/19 経済

2022/8/19 医薬

2022/8/19 経済

＊米BMS、がん免疫薬「併用」…ｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞX新薬、競合に先行
　　　　　　　　　　　　　　悪化を抑える期間2倍　治療効果高める
手術、放射線、抗がん剤に次ぐ「第4のがん治療法」で、2つのがん免疫治療薬を組み合わせ
る研究開発が広がる。米ﾌﾞﾘｽﾄﾙﾏｲﾔｰｽﾞｽｸｲﾌﾞ（BMS）は今春、新たな標的への免疫薬で世界
初の承認を受けた。標的が違うｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞと併用し、効果を高めた。がん免疫薬は併用が潮流
になる、2028年の世界市場は3倍に拡大し、治療機会と医療費抑制の両立が課題となる。
・がんを直接攻撃する抗がん剤と違い、患者の体内の免疫の力を使う為、課題は効果の個人
差が大きいことにある。

＊世界新車販売　EV勢が台頭…BYDやﾃｽﾗ　初のﾏﾂﾀﾞ越え
EVﾒｰｶｰが新車販売で存在感を増している。2022年上期(1～6月）の世界新車販売台数で、
米ﾃｽﾗや中国の比亜迪（BYD）が大きく伸ばし、同期間で初めてﾏﾂﾀﾞやｽﾊﾞﾙを上回った。首位
はﾄﾖﾀが3年連続で守ったが、EVを軸とした業界の順位変動が始まっている。
⦿上期の世界新車販売台数（順位、前年順、名、＝販売台数（前年比））
・１❶ﾄﾖﾀG＝513万台（▴6%）・2❷VWG（独）＝387（▴22）・3❹現代自G（韓）＝338（▴7）・4❸ﾙ
ﾉｰ・日産・三菱＝313（▴23）・5❻ｽﾃﾗﾝﾃｨｽ（欧）＝293（▴4）・6❺GM（米）・7➑ﾌｫｰﾄﾞ（米）・8❼ﾎ
ﾝﾀﾞ9❾ｽｽﾞｷ10➓BMW
　　　　　　☟
・14㉓BYD（中）＝64（160）・17㉒ﾃｽﾗ（米）＝56（46）・18⑭ﾏﾂﾀﾞ＝55（▴22）

＊新規ﾕﾆｺｰﾝ半減…4～6月15社、平均評価額伸びず
　　　　　　　　　　　　　　金融引き締め　上場低迷
ｱｼﾞｱのﾕﾆｺｰﾝ（企業価値10億㌦以上の未上場企業）が変調を来す。1社あたり平均評価額は
足元で32億㌦と、約1年前からほぼ横這いで、ｲﾝﾄﾞやｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙなどは目減りしている。4～6
月の誕生数は15社と前年同期から半減した。先進国の金融引き締めなどで事業環境が一変
したことが背景にある。全体の数は増えているものの、新規上場の低迷に伴う待機組が増え
た側面もある。ﾕﾆｺｰﾝ市場は大きな転機を迎えている。
・米調査会社CBｲﾝｻｲﾂの集計によると、今年7月時点でｱｼﾞｱに321社のﾕﾆｺｰﾝがある。世界
全体では1178社存在しており、3割弱を占める。過半は米国だがｱｼﾞｱのﾕﾆｺｰﾝの存在感は大
きい。そのｱｼﾞｱのﾕﾆｺｰﾝの評価額に陰りがみられる。

＊ﾃﾝｾﾝﾄ、初の減収…4～6月3%減　ﾈｯﾄ広告に逆風
中国のﾈｯﾄ大手、騰訊控股（ﾃﾝｾﾝﾄ）が17日発表した2022年4～6月期決算は、売上高が前年
同月比3%減の1340億元（約2兆6500億円）。減収は04年に香港証券取引所で上場して以来初
めて。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの再流行と当局の規制強化がﾈｯﾄ広告事業などの逆風となっている。
・売上高の１割強を占めるﾈｯﾄ広告事業の収入が18%減と大きく落込む。純利益は56%減の
186億元。2四半期連続の前年割れとなった。主力の3割を占めるｹﾞｰﾑ事業の収入は国内、海
外向けとも1%減だった。

＊中国、一帯一路曲がり角…ｱﾌﾘｶ巨額融資縮小
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　官民協力でｲﾝﾌﾗ整備
中国が、ｱﾌﾘｶのｲﾝﾌﾗ整備に向けた巨額融資が軸の経済協力の見直しを着手した。官民協
力で高速道路を建設し、債務再編の交渉に応じる。成長鈍化で「大判振る舞い」が難しくな
り、融資先の「焦げ付きﾘｽｸ」も警戒する。返済能力を越える貸付を巡る国際社会の批判をか
わす狙いもある。中国が主導する広域経済構想「一帯一路」は曲がり角を迎えた。

＊韓国企業、営業益19%増…4～6月　車・ｻｰﾋﾞｽけん引
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源高、ｴﾈﾙｷﾞｰ逆風
韓国取引所が18日発表した韓国上場企業の2022年4～6月期の営業利益は前年同期比で
19%増えた。これまで増益のけん引役だった半導体は伸び悩み、自動車やｻｰﾋﾞｽの伸びが利
益を押し上げた。資源価格の高騰とｳｫﾝ安の影響でｴﾈﾙｷﾞｰ関連企業が大幅な赤字に陥った
が、全体では増益を確保した。
・車（現代自はEVで過去最高益）・造船（赤字幅の縮小）に次ぐ増益が「ｻｰﾋﾞｽ」。新型ｺﾛﾅｳｲ
ﾙｽ下の行動制限の緩和によってﾎﾃﾙや観光収益が改善した。物流費の高騰で「運輸倉庫」も
利益を伸ばす。



2022/8/20 経済

2022/8/21 指導部

2022/8/23 経済

2022/8/23 経済

2022/8/23 経済

2022/8/23 経済

＊習氏「共同富裕」再び強調…経済減速で一時封印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　李氏なお「改革解放」、臆測呼ぶ
李克強首相は鄧小平が打ち出した「改革開放」の推進を強調しており、党内で臆測を呼んで
いる。「共同富裕」は経済の減速に伴って事実上封印していた。ここにきて再び掲げた格好
だ。
・「北戴河会議」が終わった直後の発言だけに、習氏が続投の了承を取り付けた「勝利宣言」
との見方がある。
・李氏は１７日に鄧小平の銅像に献花して、地元住民に「改革開放は必ず断固として前に進
める」と熱弁をふるった。鄧小平路線を指示する声は党内でも根強く、鄧に引き立てられた経
歴を持つ長老らが李氏の背中を押したとの指摘も出ている。
・「習氏1強に異論が出るなら、人事は11月までもつれるだろう」と予想。

＊韓国・大宇造船に分割論…公的資金注入も赤字続く
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 防衛・民需の売却検討
経営再建中の造船世界3位、韓国・大宇造船海洋に分割売却論が浮上している。政府系銀行
傘下に入って22年間、会社を丸ごと売却する案は頓挫。今回は政府主導で防衛と民需の事
業分離し、国内外の企業への譲渡を模索する。実現すれば造船業界の再編につながり、日
中韓企業による激しい受注競争が和らぐ可能性もある。

＊①中国、太陽光の増産加熱…新設工場の能力、原発340基分
　　　　　　　　　　　　　　高効率の新型量産（各社、収益厳しく淘汰も）
太陽光発電の世界生産ｼｪｱ8割を握る中国の大手各社が増産投資を競っている。ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄ
ﾗﾙ（温暖化ｶﾞｽの排出実質ｾﾞﾛ）を宣言した各国の需要増に加え、発電効率が高いﾀｲﾌﾟの量
産が可能になったためだ。計画・建設中の生産能力の追加分は、原子力発電所を毎年340基
分にあたる。ただ採算より規模を優先する投資競争は新たな淘汰が発生か。

＊中国利下げ　今年3度目…景気振るわず危機感
　　　　　　　　　　緩和効果、ｾﾞﾛｺﾛﾅが影（家計の貯蓄志向強く）
中国人民銀行（中央銀行）22日、今年3回目の利下げに踏み切った。今春に悪化した景気の
回復が鈍いためだ。金融緩和で資金需要を刺激する狙いだが、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染封じ込
めを狙う「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が経済活動の正常化を拒む。潤沢な資金を市場に供給しても消費や
投資が増えない「流動性のﾜﾅ」に陥りつつあるとの見方もある。

＊国産手術ﾛﾎﾞｯﾄ、ｱｼﾞｱに進出…ﾒﾃﾞｨｶﾛｲﾄﾞ、申請準備
医療機器大手ｼｽﾒｯｸｽと川崎重工業が折半出資するﾒﾃﾞｨｶﾛｲﾄﾞ（神戸市）は、2024年3月期に
も手術ﾛﾎﾞ「hinotori（ﾋﾉﾄﾘ」をアジア圏で販売する計画だ。年内にも現地拠点を設け、規制当
局への承認申請を進める。
・ﾋﾉﾄﾘは手術を補助するﾛﾎﾞｯﾄで、20年に実用化された。操縦席に座った医師がｱｰﾑを操り、
切開や縫合などを行う。人の手による従来の手術に比べて患者の体に与える負担が少なく、
安全性が高い。
・現在は泌尿器科の手術支援で使われ、価格は2.1億円。
・世界ｼｪｱで8割を握る最大手が、「ﾀﾞﾋﾞﾝﾁ」を手掛ける米ｲﾝﾁｭｲﾃｨﾌﾞｶﾙだ。22年6月時点で世
界69ヵ国で7100台を納入。21年12月期で57億㌦の売上高で、うち3割強に当る18億㌦をｱｼﾞｱ
や欧州でなど米国外販売だ。

＊②
・ﾎﾜｲﾄﾊｳｽを脅かす中国の太陽光各社だが盤石ではない。太陽光発電は性能による差別化
が困難で、ｺﾓﾃﾞｨﾃｨ（汎用品）化し易い。技術革新のｻｲｸﾙも早く、10年に中国企業で世界首位
になった尚徳電力は13年に経営破綻。12年世界首位になった英利緑色能源は14年に経営危
機に陥った。21年12月期は中国本土の上場の太陽光発電ﾊﾟﾈﾙﾒｰｶｰの11社のうち6社が赤
字だった。投資競争は体力を消耗させる。
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＊
⦿ﾛｽｱﾄﾑ（露）＝・出力3.5万kwを2基乗せた「浮体式」。・20年から北極圏の沿岸で商業運
転。・新型の5万kwを乗せたﾀｲﾌﾟも建設中
⦿中国核工業集団（中）＝・出力12.5万kwの「玲龍一号」建設中。・国際原子力機関の安全性
評価を通過。・52.6万世帯のｴﾈﾙｷﾞｰ満たす
⦿三菱重工業＝・電力大手と初期的な設計開始。・出力30万kw。
　　　・原子炉容器内に蒸気発生器内臓、ﾎﾟﾝﾌﾟなしで冷却水循環。
　　　・PSRﾍﾞｰｽ（加圧水型軽水炉）

＊東洋製缶、飲料ｶｯﾌﾟ脱ﾌﾟﾗ…ｱﾙﾐで代替、缶に再生
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　製造時の環境負荷抑える
東洋製缶GHDは9月、ﾘｻｲｸﾙできる飲料用ｱﾙﾐｶｯﾌﾟを国内で売り出す。ｲﾍﾞﾝﾄ会場などで使
う、使い捨ての樹脂製容器の代替品として売り込む。脱ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの要請を受け、海外ではﾍﾟｯ
ﾄﾎﾞﾄﾙに代わってアルミ缶の需要が高まっている。日本の「無印良品」を運営する良品計画が
飲料容器をアルミ缶に切り替えた。脱ﾌﾟﾗに向けた企業の取り組みが広がった。

＊EU、東南ｱと供給網整備…ASEANとFTA交渉加速
　　　　　　　　　　12月に加盟国首脳会議「経済・安保で関係強化」
欧州連合（EU）は東南ｱｼﾞｱ諸国連合（ASEAN）と経済・安全保障面で関係を強化する。12月
に双方の加盟国が参加する形では初めての首脳会議を開き、貿易拡大やｲﾝﾌﾗ支援を打ち
出す。EUはｳｸﾗｲﾅに侵攻したﾛｼｱとの関係が悪化し、中国とも距離を置き始めている。
ASEANを民主主義陣営の供給網に取り込む狙いだ。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ急増…ｺﾛﾅ機に健康志向
ﾍﾞﾄﾅﾑでﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱ急増。大手3社の合計店舗数は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ流行前の2019年に比べ、8
倍の2400店に達した。これまで個人商店で購入していたが、ﾄﾞﾗｯｸﾞｽﾄｱは多くの商品で値段が
安いという。個人商店は親みな接客に強みを持つが、価格が不透明で、店主の言い値で買わ
ざるを得ないこともあった。ﾗﾍﾞﾙを張り替えた偽物が混じることもあり、消費者の満足度は決し
て高くなかった。
・現時点では医薬品や健康食品が中心だが、今後は日本のように、食品や化粧品、日用品
が揃う「ｺﾝﾋﾞﾆ化」が進む。市場の潜在性は高そうだ。

＊②SMR（小型ﾓｼﾞｭｰﾙ炉）導入に向けた各国の現状
・ﾛｼｱ➤海上浮体式で世界で初めてSMRを実用化、陸上でも予定。海外輸出も想定。
・ｶﾅﾀﾞ➤SMRの導入で18年にﾛｰﾄﾞﾏｯﾌﾟ策定。20年後半に初号機運転。
・中国➤第14次5ヵ年計画でSMRの実証明記。陸上設置型を建設開始。
・日本➤原発の新増設には尚慎重。与党の一部にSMRの導入を求む。
・英国➤20年の「ｸﾞﾘｰﾝ産業革命」にSMRの開発推進明記。21年策定の「ﾈｯﾄｾﾞﾛ戦略」でもCO
₂削減の選択肢として位置づけ
・米国➤20年開始のｴﾈﾙｷﾞｰ省のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでSMRの開始支援。ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権はﾆｭｰｽｹｰﾙ等の
海外展開も後押し

＊①小型原発、ｴﾈ安保で脚光…新興の米ﾆｭｰｽｹｰﾙ　市場開拓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脱炭素、欧米導入の動き
安全性や建設費の安さを特徴とする小型ﾓｼﾞｭｰﾙ炉（SMR）の導入に世界が動き出した。大規
模発電所を主体とした電力供給のあり方を変える可能性を秘め、米ﾆｭｰｽｹｰﾙ・ﾊﾟﾜｰなどが
新市場開拓に挑む。米欧と対立する中国やﾛｼｱはいち早く実用化を進める。気候変動やｳｸﾗ
ｲﾅ危機で複雑さを増すｴﾈﾙｷﾞｰ問題を解く有力技術として開発競争が熱を帯びてきた。
⦿ﾛｰﾙｽ・ﾛｲｽ（英）＝・子会社を通して展開。出力は47万kw。・2030年代初めに「初号機」の設
置を計画。・構成機器の8割は英国内で調達。
⦿ﾆｭｰｽｹｰﾙ・ﾊﾟﾜｰ（米）＝2007年設立、22年5月NY市場上場。・需要に応じて1基7.7万kwの
原子炉を複数設置。・北米や欧州ｱｼﾞｱで進行
⦿GE日立ﾆｭｰｸﾘｱ・ｴﾈｼﾞｰ（米）＝電力大手ｶﾅﾀﾞ・ｵﾝﾀﾘｵ・ﾊﾟﾜｰ・ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝが採用28年初号
機。・出力30万ｋｗ。蒸気を利用のBMRを採用。
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＊「ｲﾝﾃﾞｨｰ」がｹﾞｰﾑに新風…独見本市に1100社　高まる存在感
　　　　　「個人開発でも大作しのぐ」「大手の公開の場　色彩薄まる」
世界三大ｹﾞｰﾑ見本市の一つ、独ｹﾞｰﾑｽﾞｺﾑが24日開幕した。「東京ｹﾞｰﾑｼｮｳ（TGS）」、米国の
「E3」の陰に隠れる存在だったが、自主政策の「ｲﾝﾃﾞｨ-ｹﾞｰﾑ」の台頭で状況が一変し、出展企
業数は過去最多にほぼ並んだ。ｹﾞｰﾑの主流が据え置き型ｹﾞｰﾑ機から、ｽﾏﾎなどを介したﾀﾞｳ
ﾝﾛｰﾄﾞ販売に置き換わるなか、中小や個人などｸﾘｴｰﾀ-が開発するｲﾝﾃﾞｨｰｹﾞｰﾑが新風を吹き
込む。

＊世界一、39階建て木造ビル…大林組､ｼﾄﾞﾆｰで受注
大林組24日、ｵｰｽﾄﾗﾘｱのｼﾄﾞﾆｰで木材と他の構造部材を組み合わせた木造ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ構造の
ﾋﾞﾙの施行を受注したと発表。地上39階建ての高さ182㍍で、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ構造も含めた木造とし
ては世界一の高さになる。施行中や竣工後のCO₂排出量も抑制し、木造下での脱炭素を進め
る。
・ｼﾄﾞﾆｰ中央駅周辺の先端産業の集積地区「ﾃｯｸ・ｾﾝﾄﾗﾙ」で計画中の「ｱﾄﾗｼｱﾝ・ｾﾝﾄﾗﾙ」の施
工を手掛ける。延床面積7.5万㎡の複合施設。地下から7階が鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造、7階から上層が
木造と鉄筋造の複合構造で建材はCLT（直交集成板）を用いる。低酸素ｺﾝｸﾘｰﾄなども使用。
・建設業ではｺﾝｸﾘｰﾄ製造過程で大量のCO₂が排出。脱炭素の関心が高い豪州では木造高層
ﾋﾞﾙの建設計画が相次ぐ。日本企業では住友林業とNTT都市開発が米不動産大手のﾊｲﾝｽﾞ
とﾒﾙﾎﾞﾙﾝ近郊で開発。

＊ｱｯﾌﾟﾙにPC　中国から供給へ…国内大手ｳｨﾝｸﾞﾃｯｸが工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　台湾勢の牙城を狙う
中国電子機器大手、聞泰科技（ｳｨﾝｸﾞﾃｯｸ）が同国内で大規模なﾊﾟｿｺﾝ工場の建設を進めてい
る。米ｱｯﾌﾟﾙが供給先との見方が広がる。ｱｯﾌﾟﾙ製品の生産受託は、これまで台湾ﾒｰｶｰの牙
城だった。ｳｲﾝｸﾞﾃｯｸは受託をﾃｺに技術力をｱﾋﾟｰﾙし、ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業からの受託増を狙う。
・ｳｲﾝｸﾞﾃｯｸとｱｯﾌﾟﾙにｺﾒﾝﾄを求めたが、回答は得られない。ﾏｯｸの組み立ては難易度が高く、
従来は台湾のEMS大手の広達電脳と鴻海工業の2社が請け負ってきた。他の有力な台湾ﾒｰ
ｶｰも受注できなかった。
・ｱｯﾌﾟﾙは主要製品の大半について台湾企業に委託してきた。その工場の多くは中国大陸に
点在しており、ｱｯﾌﾟﾙには生産面で地政学上のﾘｽｸが高まる。そこで、ｱｯﾌﾟﾙは最近、生産に
ついて、台湾企業への依存ﾘｽｸの軽減とも受け取れる動きを示す。

＊①豪英BHP、EV資源に的…ﾆｯｹﾙ探査や大型買収提案
　　　　　　　　　　　　　　　　　　鉄鉱石・中国依存を修正
豪英BHPｸﾞﾙｰﾌﾟがﾆｯｹﾙなどEVやﾃﾞｼﾞﾀﾙ機器で使う資源への投資を急いでいる。8月はｵｰｽﾄ
ﾗﾘｱの鉱山会社に8千億円規模の買収を提案、探査費用を増やす方針も示した。化石燃料事
業の売却にめどがつき、成長市場で攻めに出る。鉄鉱石や中国販売に傾斜してきた収益源
の多様化を進め、資源各社の国際競争にも拍車がかかりそうだ。

＊②ｱｼﾞｱ太洋州はEV関連事業のﾎｯﾄｽﾎﾟｯﾄ
　　　㊁…ﾆｯｹﾙ㋙…ｺﾊﾞﾙﾄ㋷…ﾘﾁｳﾑ（ｶｯｺ内は国別生産量の世界順位）
・中国「世界最大のEV市場」＝㋷銅（各3位）　㊁（7）　㋙（9）
・ﾌｲﾘﾋﾟﾝ＝㊁（2）　㋙（4）　・ﾆｭｰｶﾚﾄﾞﾆｱ＝㊁（4）
・ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ「EV黎明期の人口世界4位」＝㊁（１）　銅（8）　㋙（10）
・豪州「資源ﾒｼﾞｬのBHP、ﾘｵﾃｨﾝﾄ本拠」＝㋷（1）　㋙（3）　㊁（5）　銅（6）

＊CATL、8割増益…車載電池、大幅に拡大（1～6月）
車載電池の世界最大手、中国の寧徳時代新能源科技（CATL）が23日発表した2022年1～6
月期決算は、純利益が前年同期比82%増の81億元（約1600億円）だった。電池の原材料高の
影響を受けたもの、主力の中国市場でEVなどの販売が急増し、電池の出荷も伸びて増益を
確保。
・中国汽車工業協会によると、中国でのEVを中心とする新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の販売台数は前年同期
比2.2倍になる、22年後半も拡大が続くとみる。販売の急増で原材料の供給が追いつかず、価
格が高止まりしている。
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2022/8/30 医薬

＊住友商、株式還元へ新指標…商社各社、配当に安定性
総合商社が相次ぎ、株主への安定的な利益還元に向けて新たな指標を取り入れている。住
友商事は株式資本に対する配当の割合を示す株主資本配当率（DOE)を新指標として導入し
た。三菱商事は配当に自社株買いを加えた総還元性向を目標に初めて掲げた。資源高を背
景に各社の利益は歴史的な高水準にある。資源価格の乱高下に備えて、配当のﾎﾞﾗﾃｨﾘﾃｨ-
（変動）を抑える狙いがある。

＊半導体、PC・ｽﾏﾎ急減速…米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ3年ぶり減収へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　素材・製造装置へ逆風
半導体大手の業績にﾌﾞﾚｰｷがかかっている。画像処理半導体（GPU）を手掛ける米ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ
が25日、2022年8～10月期に3年ぶりに前年同期から減収に転じるとの業績予想を発表した。
中国や欧州景気の鈍化に伴いｽﾏﾎやﾊﾟｿｺﾝ（PC)、ｹﾞｰﾑの需要が落ち込み、在庫調整が本格
化している。強気の投資計画も修正を余儀なくされ、素材や製造装置の減速懸念も高まって
いる。

＊ﾃｽﾗ、日本で「仮想発電所」…戸建て蓄電池、電力系と組む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再生ｴﾈ、需給安定へ
米ﾃｽﾗは日本で「仮想発電所」向け蓄電池に本格参入する。仮想発電所は、戸建てなどに設
置した太陽光ﾊﾟﾈﾙや蓄電池といった電力設備を制御し、1つの発電所のように運用する仕組
み。出力が不安定な再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰが普及する中、電力を安定供給する調整弁となる。仮
想発電所が日本で定着するきっかけとなる可能性がある。
・課題はｺｽﾄ。ﾘﾁｳﾑやｺﾊﾞﾙﾄなどの原材料は争奪戦、需給が逼迫している。「電池の製造能力
が拡大する24年まで価格が下落しそうもない」

＊日本、港湾の競争力低下…昨年ｺﾝﾃﾅ船寄港、20年間で最低
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｺﾛﾅ禍　国内発直行便も減る
新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍で日本の港湾競争力低下に拍車がかかっている。海上物流の混乱が長期
化する中、海運会社は貨物量の少ない日本への寄港に後ろ向きで、国内主要港へのｺﾝﾃﾅ
船の寄港隻数は2021年に00年以降で最低を記録した。米国の主要港への直行便が減る中、
荷主は韓国など国際ﾊﾌﾞ港経由での輸送に切り替えざるを得なくなり、輸送日数の予想が難
しくなるといった問題も浮上している。

＊韓国LCC、事業領域拡大…済州航空➤貨物、ｼﾞﾝｴｱ➤東南ア
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 政府支援金切れに備え
韓国の格安航空会社（LCC）が新規事業で収益確保を模索している。済州航空は貨物事業に
参入し、競合各社も東南ｱｼﾞｱに就航路線を広げた。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応の入国制限で、「ﾄﾞﾙ
箱」だった日本便や中国便を飛ばす苦境が続くため。政府の雇用維持支援金の期限が9月末
に迫るなか、過当競争が続くLCC8社の再編機運も高まる。

＊ﾘｺｰ、創薬支援ﾌｧﾝﾄﾞ…mRNA薬向け、9月にも設立
　　　　　　　　　　　　　　　　製品の製造受託に商機
ﾘｺｰは「ﾒｯｾﾝｼﾞｬｰRNA（mRNA）」医薬品を開発するｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業を育成する。mRNAに特化
したｺｰﾎﾟﾚｰﾄﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ（CVC)ﾌｧﾝﾄﾞを9月にも設立する。mＲＮＡ技術は新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの
ﾜｸﾁﾝで注目を集めたが、日本の創薬力の低さや海外依存度の高さが課題だ。ﾘｺｰは7月、
mRNA医薬品の開発製造受託（CDMO）事業に参入した。主力の複合機関連での技術蓄積を
生かし、mRNAを新たな収益源に育てる。

＊ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ　海岸基地の町ﾙﾎﾟ…「中国にのみ込まれた」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業進出　のどかな市内一変
ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ南西部のﾘｱﾑ海軍基地の拡張工事を中国が無償で支援し、米国が警戒している。海
洋進出を進める中国が同地区を軍事利用する可能性があると考える。ﾘｱﾑ基地を抱える主要
都市ｼｱﾇｰｸﾋﾞﾙには中国系のﾎﾃﾙやｶｼﾞﾉが並ぶ。中国の経済力に頼るﾌﾝ･ｾﾝ政権による開
発の最前線だ。市内を歩くと、住民からは「中国に飲み込まれた」と嘆いた。
・8月にﾌﾞﾉﾝﾍﾟﾝを訪問したﾌﾞﾘﾝｹﾝ米国長官は会談したﾌﾝ・ｾﾝ氏に「基地における中国の軍事
活動は透明性を保べきだ」と求めた。だがｶﾝﾎﾞｼﾞｱ側は中国軍が基地に駐留する可能性を憲
法が認めていないとの立場。
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2022/8/31 経済 ＊ｽｲｽの水素船　万博機に日本へ…関西に製販子会社設立も
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 24年、大阪湾で試験運行
水素を燃料とする船の開発を手掛けるｽｲｽのｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ「Almatech」（ｱﾙﾏﾃｯｸ）が、2025年国
際博覧会（大阪・関西万博）への参加を契機に日本に進出する。22年にも国内子会社を設
立、日本で製造販売を手掛け、27年までの黒字化を目指す。子会社は関西に設ける方針。環
境に優しい水素船は世界的にもまだ珍しく、万博が日本経済の活性化や脱炭素の推進につ
ながりつつある。

＊②中韓電池ﾒｰｶｰとの提携が進む
　　　 電池ﾒｰｶｰ　　　　　　　車載電池ｼｪｱ　　　提携関係の主な車ﾒｰｶｰ
　1位：中国CATL　　　　　　　（38.6%）　　　　　　・ﾎﾝﾀﾞ・米ﾃｽﾗ・独VW
　2位：LGｴﾈﾙｷﾞｰｿﾙｰｼｮﾝ　 （18.2)               ・ﾎﾝﾀﾞ・VW・米GM・現代自
　3位：ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ　　　　　　　　 （12.0）              ・ﾄﾖﾀ・ﾃｽﾗ
　4位：中国BYD　　　　　　　　 （7.7）　　　　　　　・ﾄﾖﾀ
　5位：SKｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（韓）　　　（6.2）　　　　　　　 ・米ﾌｫｰﾄﾞ

＊中国のBYD,EV世界攻略…独・ﾀｲなど15ヵ国超で販売
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 拡大路線に不透明感も
中国の比亜迪（BYD）が、一般向けEVの海外展開でｱｸｾﾙを踏む。7月に日本、8月にﾄﾞｲﾂやﾀ
ｲへの進出計画を明らかにし、これまでに15ヵ国超での販売を始めた。競争の激しい中国市
場でﾄｯﾌﾟｼｪｱの実績をひっさげ、輸出台数は2025年に30万～50万台に達するとの試算もある
が、拡大にあたっての課題も少なくない。
・販売補助金は22年末に打ち切られる予定だ。

＊①ﾎﾝﾀﾞ、米にEV電池工場…LG系と、6100億円投資
ﾎﾝﾀﾞは29日、韓国電池大手のLGｴﾈﾙｷﾞｰｿﾙｭｰｼｮﾝと米国でEV向け電池工場を新設すると発
表した。投資額は44億㌦（約6100億円）で自社専用のEV電池工場は初めて。ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ州で
ｶﾞｿﾘﾝ車の全面禁止案が発表されるなど、米国でもEVｼﾌﾄが急速に進む見通し。世界の電池
や車大手が相次いで工場建設に動く中、ﾄﾖﾀ自など日本勢も脱炭素を加速する。


